
社会の主な動き

5⽉ 第１回烏丸⼆条連続講座 「⼦ども⽬線の平和思想〜『わたしの「やめて」』精読」

消費者⼒パワーアップセミナー２０１６(第１期)
 「電⼒料⾦はどうやって決められているの？」
 「電⼒⾃由化、電⼒をどこから買うの？」
 「ガマンじゃない エネルギーを賢く『選ぶ』エコライフ」
第２回烏丸⼆条連続講座
 「これからのエネルギーとのつきあい⽅〜電⼒⾃由化と脱原発の関係〜」

7⽉ 第３回烏丸⼆条連続講座 「暮らし・地域に豊かさをもたらす再⽣可能エネルギー」

フォーラム「２Rで、⽼いる前の物の整理を」

第４回烏丸⼆条連続講座 「憲法って何？ 〜⽴憲主義について考える〜」

フォーラム「蛍光管の適正処理をめざす」

２０１６年度京都消費者問題セミナー
 「『科学まがい』にふりまわされないために 〜それってほんとうに体にいいの？」
第５回烏丸⼆条連続講座
 「消費者の声で商品は良くなる 〜企業の顧客満⾜度向上への取り組み〜」
消費者⼒パワーアップセミナー２０１６(第２期)
 「⼤⼈のためのお⾦と⽣活の知恵から（Part１）
 「⼤⼈のためのお⾦と⽣活の知恵から（Part２）
第４７回京都消費者⼤会
 「インターネットショッピングと⾷の安全・安⼼ 〜表⽰・広告のあり⽅を考えよう〜」

第６回烏丸⼆条連続講座 「これからの医療制度・介護制度」

第７回烏丸⼆条連続講座 「パリ協定と⽇本の温暖化対策」

消費者⼒パワーアップセミナー(第３期) 「防災気象情報のくらしの中での活⽤」

消費者⼒パワーアップセミナー(第３期)（つづき） 「『⾷品表⽰』を学ぼう！」

消費者⼒パワーアップセミナー in福知⼭
 「いつまでも若々しく 〜『⾷選⼒』を⾝につけよう〜」

第４７回京都消費者⼤会 学習講演会 「インターネット取引の落とし⽳」

３⽉ 第８回烏丸⼆条連続講座 「⾷品衛⽣をめぐる最近の動向」

社会の主な動き

4⽉ 第９回烏丸⼆条連続講座 「『共謀罪』とはどういうもの？」

６⽉
消費者⼒パワーアップセミナー２０１７(第１期)
 「京都議定書からパリ協定へ」
 「⾷品ロスと『しまつのこころ得』」
第１０回烏丸⼆条連続講座
 「改憲のたくらみ  〜実現されたらどのような社会になるのか？」

第４８回京都消費者⼤会 「⾷品ロスと『しまつのこころ得』

２０１７年度京都消費者問題セミナー
 「⾼い解約料・不当な広告などをやめさせました 適格消費者団体の１０年」

フォーラム「蛍光管の適正処理をめざす」

セミナー「奨学⾦制度を考える」

第１１回烏丸⼆条連続講座 「終の棲家を考える」

消費者⼒パワーアップセミナー２０１７(第２期)
 「ライフプランにあった⾦融商品を選ぶ⽅法」

11⽉
消費者⼒パワーアップセミナー２０１７(第２期)（つづき）
 「セカンドライフの資⾦計画」

12⽉ 終活セミナー「終の棲家を考える」

消費者⼒パワーアップセミナー２０１７(第３期)
 「健康⾷品の表⽰・広告の⾒⽅」
 「健康と⾷事のバランス」
第１２回烏丸⼆条連続講座
 「『健康⾷品問題』について 〜消費者団体としての基本認識と対応〜」

11⽉

1⽉

２⽉

【２０１７年度 活動の基調 （２０１８年度総会議案書第１号議案）】
コンシューマーズ京都の２０１７年度の活動は、２０１６年度の成果をふまえ、「消費者教育推進」の取組みを推進する⼀⽅、「⾷品ロス削減」の課題を重点にすすめてきました。
また、「京都議定書２０年」に当たり地球温暖化についても意識的に追及しました。
他⽅で、コンシューマーズ京都の新たな発展のために、組織・財政強化、事業開発、⼈材育成のための「中期ビジョン」作成のための検討をすすめました。

9⽉

10⽉

２⽉

●２０１７年度（平成２９年度）

コンシューマーズ京都の主な活動

６⽉

コンシューマーズ京都の主な活動

9⽉

10⽉

〇熊本地震
〇特定商取引法、不招請勧誘規制は⾒送り
〇消費者契約法第１次改正
〇個⼈情報保護委員会設⽴
〇電⼒⼩売全⾯⾃由化
〇定期購⼊の相談が急増
〇ジャパンライフに対する⾏政処分
〇改正公職選挙法施⾏ 選挙権年齢18歳に

【２０１６年度 活動の基調 （２０１７年度総会議案書第１号議案）】
コンシューマーズ京都の２０１６年度の活動は、２０１５年度の成果をふまえ、「消費者教育推進」「環境問題」の⼆つの柱を軸に取組みをすすめてきました。
他⽅で、コンシューマーズ京都の新たな発展のために、組織・財政強化、事業開発、⼈材育成のための「中期ビジョン」作成のための検討を開始しました。

〇⾷品表⽰基準改正（加⼯⾷品原料原産地表⽰）
〇架空請求に関する相談が再び増加
〇特殊詐欺認知件数が過去最多（年間18,000件）
〇核兵器禁⽌条約採択
〇⽔銀⽔俣条約発効
〇消費者スマイル基⾦発⾜

●２０１６年度（平成２８年度）


